
　　　　平成２６年度３月補正分　　　　　　　１６事業　９億２，４５８万円

（１）「地域消費喚起・生活支援型」交付金事業　４事業　７億　　１９８万円

地域における消費喚起策や、これに直接効果を有する生活支援策を実施します。

（２）「地方創生先行型」交付金事業　　　　　１２事業　２億２，２６０万円

地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、これに関する事業を実施します。

（１）「地域消費喚起・生活支援型」交付金事業

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円) 掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 環境保全課  太陽エネルギー利用機器導入促進事業 33,780 285

2 子ども課 【新】多子世帯保育料負担軽減事業 60,000 285

3 森林水産課 宮崎市産材需要拡大推進事業 8,200 285

4 商業労政課 【新】プレミアム付商品券発行支援事業 600,000 285

701,980

７　「地域住民生活等緊急支援のための交付金」事業

　国の平成２６年度補正予算（「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」）の一つである「地域住民
生活等緊急支援のための交付金」を活用し、生活者への支援や生活環境の整備を行うとともに、「まち・
ひと・しごと創生法」に基づく「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の趣旨に沿った事業を先行的に実施
します。

合　計  （４事業）

経済力

環境力

（２）「地方創生先行型」交付金事業

①「地方版総合戦略」の策定

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円) 掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 企画政策課 【新】地方版総合戦略策定事業 10,000 286

②地域しごと支援事業

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円) 掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 企画政策課 【新】地方創生人材育成支援事業 3,000 286

2 商業労政課 【新】女性の就労支援事業 3,400 288

小　計 6,400

③創業支援・販路開拓支援

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円) 掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 農政企画課 【新】６次化商品販路開拓事業 9,900 287

2 商業労政課 【新】まちなか業務機能集積推進モデル事業 4,200 288

3 商業労政課 【新】みやざき創業サポート事業 13,800 288

4 商業労政課 【新】まちなか遊休不動産等活用推進事業 3,000 288

5 工業政策課 【新】地域産業設備投資等支援事業 120,000 288

小　計 150,900

経済力

経済力

経済力

経済力

ブランド力

経済力
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④観光振興

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円) 掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 企画政策課 【新】ＪＲ九州ＩＣカード導入支援事業 29,300 287

2 企画政策課 【新】都市ブランディング共創促進事業 8,500 287

3 観光課 【新】ホテル・旅館等施設整備推進事業 15,000 287

小　計 52,800

⑤多世代交流・多機能型ワンストップ拠点（小さな拠点）

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円) 掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 地域コミュニティ課【新】空き家再生補助事業（自治公民館改修） 2,500 287

222,600合　計  （１２事業）

滞在力

滞在力

滞在力
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（１）「地域消費喚起・生活支援型」交付金事業

事 業 名
事業費

(Ｈ26当初)
説 明 (単位：千円)

太陽エネルギー利用

機器導入促進事業

環境部

〈環境保全課〉

環境力

33,780

(50,000)

本市の気候特性を生かした地球温暖化防止対策として、太陽エネルギーの有効

活用を図るため、住宅用太陽光発電システムや住宅用太陽熱利用システムを設置

する市民を対象に、その設置に要した費用の一部を助成します。

○助成の概要

・太陽光発電システム

・太陽熱利用システム

※ただし、宮崎市内の業者が、販売又は設置工事を行う場合に限る。

○新
多子世帯保育料負担

軽減事業

福祉部

〈子ども課〉

60,000

多子世帯の負担軽減を図るため、年少扶養（16歳未満の扶養親族）が3人以上

いる世帯を対象に、保育料階層区分の算定根拠となる市民税の扶養控除のみなし

計算を行い、保育料を減額します。

宮崎市産材需要拡大

推進事業

農政部

〈森林水産課〉

8,200

(8,200)

適正に管理された森林から産出された木材（ＳＧＥＣ認証材）を流通させるた

め、木造住宅を新築する施主に対し、材料費の一部補助を行い、市産材の需要拡

大を推進し、林業・木材産業の活性化を図ります。

○事業内容

・宮崎市産材利用推進補助 8,000

一戸当たり補助額 上限400千円 対象20戸

・宮崎市森林認証協議会補助 200

○新
プレミアム付商品券

発行支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

600,000

地元の消費拡大、地域経済の活性化を図るため、市内の商店街等において使用

できるプレミアム付商品券を発行する、商工団体等により組織された実行委員会

に対して、費用の一部を助成します。

○事業内容

・額面総額（予定） 31.2億円（うちプレミアム分5.2億円を助成）

助成額(1件当たり上限額)

住宅用 20千円/kw(70千円/件)

助成額(1件当たり上限額)

太陽熱温水器(自然循環型)

ソーラーシステム(強制循環型)
設置費用の1/10 (20千円/件)
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（２）「地方創生先行型」交付金事業

事 業 名
事業費

(Ｈ26当初)
説 明 (単位：千円)

○新
地方版総合戦略策定

事業

企画財政部

〈企画政策課〉

10,000

人口減少社会にあっても、地域経済を持続可能なものとし、住民が安心して暮

らしていけるように、人口動向や経済構造等の分析結果を踏まえて５か年の目標

や施策をまとめた地方版総合戦略を策定し、実効性のある施策の展開を図ります。

地方人口ビジョン・地方版総合戦略の策定について

○新
地方創生人材育成

支援事業

企画財政部

〈企画政策課〉

3,000

市内の大学等が、地元企業と連携を図るなど、地域特性や地元企業のニーズに

あった人材育成に資する取組に対して助成を行います。

長期ビジョン 2060年(平成72年)までの中長期展望

総 合 戦 略 平成27～31年度の基本目標や政策パッケージ

（１）地方における安定した雇用を創出する

（２）地方への新しいひとの流れをつくる

（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（４）時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、

地域と地域を連携する（連携中枢都市圏の取組）

国

地方

地方人口ビジョン 2060年(平成72年)までを基本とした中長期展
望（人口の現状分析や将来展望）

地方版総合戦略 平成31年度までの基本目標、基本的方向及び
具体的な施策

都市圏ビジョン 概ね５か年の広域圏の政策目標・施策

勘案
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（２）「地方創生先行型」交付金事業

事 業 名
事業費

(Ｈ26当初)
説 明 (単位：千円)

○新
ＪＲ九州ＩＣカー

ド導入支援事業

企画財政部

〈企画政策課〉

滞在力

29,300

宮崎県内初の導入となるＩＣカード「ＳＵＧＯＣＡ」の早期運用開始を図るた

め、導入費用の一部を支援し、通勤・通学者や県外から訪れる観光客、ビジネス

客等の利便性の向上に努めます。

・システム改修や機器導入にかかる一部支援

〔導入区間〕

（1） 日豊本線「佐土原駅―田野駅」

（2） 日南線「南宮崎駅―田吉駅」

（3） 宮崎空港線「田吉駅―宮崎空港駅」 計12駅

○新
都市ブランディング

共創促進事業

企画財政部

〈企画政策課〉

滞在力

8,500

都市イメージの向上による交流人口及び定住人口の増加を図るとともに新しい

雇用を創出するため、多様な主体間の共創による魅力発信にかかる取組を支援し、

首都圏に向けた情報発信を行います。

○主な事業内容

・首都圏に向けた地域資源の情報発信

○新
空き家再生補助事業

(自治公民館改修）

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

2,500

市内の空き家活用の一環として、宮崎市自治公民館連絡協議会に加入している

自治公民館組織が、地域のコミュニティ活動の拠点として、空き家バンクに登録

された一般流通していない空き家を借用する際、整備のために必要な改修等の費

用を補助します。

○補助の概要

補助額：対象工事費等の40/100（限度額50万円）

○新
６次化商品販路開拓

事業

農政部

〈農政企画課〉

ブランド力

9,900

農商工連携や６次産業化の取組を行う市内事業者の商品販売力を向上させるた

め、(一社)みやＰＥＣ推進機構が実施する新商品の販路開拓等の取組を支援しま

す。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・補 助 率 定額

・事業内容 商談会

商談会出展セミナー

商品プロモーション

○新
ホテル・旅館等施設

整備推進事業

観光商工部

〈観光課〉

滞在力

15,000

教育旅行やスポーツ合宿等の受入体制を充実し、滞在型観光の推進を図るため、

ホテル・旅館等の設備投資にかかる費用を補助します。

○対 象

・市内のホテル・旅館等

○補助率

・1/2以内（限度額 1施設150万円）
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（２）「地方創生先行型」交付金事業

事 業 名
事業費

(Ｈ26当初)
説 明 (単位：千円)

○新
女性の就労支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

3,400

出産・育児等により離職した女性の社会復帰を支援するため、研修会（セミナ

ー）等を開催し、女性の就労を促進します。

○主な事業内容

・ビジネスの基礎知識や法制度などのセミナー

・企業との交流会、職場体験

○新
まちなか業務機能

集積推進モデル事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

4,200
中心市街地における雇用の拡大を図るため、遊休不動産の改修や新規入居者の

支援を行い、事業所のさらなる集積を促進します。

○主な事業内容

・施設改装助成金（ＯＡフロア化等）

・立地事業者助成金

○新
みやざき

創業サポート事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

13,800
地域経済の活性化や中心市街地のにぎわいを創出するため、インキュベーショ

ンルームを開設し、創業支援及び経営指導を行い、創業や雇用の拡大を図ります。

○主な事業内容

・創業サポート実現事業（インキュベーションルームの提供、経営指導など）

・創業サポート推進事業（パンフレット等の作成）

○新
まちなか

遊休不動産等活用

推進事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

3,000
中心市街地における遊休不動産の利活用を促進するため、地権者等を参加対象

としたシンポジウムを開催し、建物の更新に向けた機運の醸成を図ります。

○事業内容

・リノベーションシンポジウムの開催

○新
地域産業設備投資等

支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

経済力

120,000

産業界全体の経営安定と雇用促進を図るため、設備投資等と新規雇用者に対す

る補助金を交付し、誘致企業や地場企業で、本市の中核的企業といえる規模の事

業所を支援します。併せて、先進機械設備を導入する場合には助成金を増額しま

す。

○事業内容

・設備投資等助成金

事業用建物等の増改築工事に係る費用及び建物に含まれる付帯設備又は機

械、装置及び備品等の購入費の1/2以内を助成。限度額300万円

・雇用促進奨励金

新規雇用し、引き続き6か月以上雇用された場合、1人当たり10万円助

成。限度額150万円

・人材育成奨励金

社員育成の研修費用の一部を助成。限度額20万円

・先進機械設備導入助成金等

先進機械設備の導入費用の一部を助成。限度額400万円

先進機械設備導入に伴う操作研修費用の一部を助成。限度額20万円
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